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入 札 説 明 書 
 

「令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務一式（総合評価落

札方式）」にかかわる入札公告（令和８年６月５日付）に基づく入札等については、国立研究開

発法人医薬基盤・健康・栄養研究所会計規程（１７規程第７号）（以下「会計規程」という。）

及び国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所契約事務取扱要領（１７要領第８号）（以下

「契約事務取扱要領」という。）に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 契約担当者 

    契約担当役 

      国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 理事長 中村 祐輔 

 

２ 委託業務内容 

 （１）契 約 件 名  令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務

一式（総合評価落札方式） 

 （２）仕 様 等  詳細は別添「仕様書」のとおり。 

 （３）契 約 期 間  自：契約締結日 至：令和９年３月３１日 

（４）納 入 場 所  大阪府摂津市千里丘新町３－１７ 健都イノベーションパーク NKビル 

   国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

 （５）入 札 方 法 

本件は入札に併せて技術等の提案書を受け付け、価格と技術等の総合評価によって落札 

者を決定する総合評価落札方式の入札である（評価方法については評価手順書を参照する 

こと。）。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセ 

ントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金 

額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とする。入札者は、消費税に係る課税事

業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相

当する金額を記載すること。 

（６）入札保証金及び契約保証金  全額免除 

 

３ 競争参加資格 

  （１）契約事務取扱要領第４条及び第５条の規定に該当しない者であること。 

  （２）令和７・８・９年度厚生労働省一般競争入札参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供」

の A～C のいずれかの等級に格付けされている者であること。 

 （３）当該役務・物品等を確実に履行・納入できると認められる体制等を有している者であるこ

と。 

 （４）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

 （５）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 

 （６）その他契約事務取扱要領第３条の規定に基づき、契約担当役が定める資格を有する者であ

ること。 

（７）公益法人においては、「政府関連公益法人の徹底的な見直しについて」（平成２１年１２



月２５日閣議決定）の内容について問題がない者であること。  

（８）暴力団が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者に該当しないこと。 

（９）法人格を持つ事業体であること。さらに、消費税及び地方消費税並びに法人税について、

納付期限を過ぎた未納税額がないこと。 

(10)「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号）を遵守し、個人情報の適切

な管理能力を有している事業者であること。 

(11) 次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直近２年

間（⑤及び⑥については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

   ①厚生年金保険 ②健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの） ③船員保険 ④国民年

金 ⑤労働者災害補償保険 ⑥雇用保険 

注） 各保険料の内⑤及び⑥については、当該年度における年度更新手続を完了すべき日が未

到来の場合にあっては前年度及び前々年度、年度更新手続を完了すべき日以降の場合にあ

っては当該年度及び前年度の保険料について滞納がない（分納が認められているものにつ

いては納付期限が到来しているものに限る。）こと。 

（12）応札者は、情報セキュリティに係る以下のいずれかの条件を満たすこと。  

・情報セキュリティ実施基準である「JIS Q 27001」、「ISO/IEC27001」又は「ISMS」の認証

を有していること。 

・ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会のプライバシーマーク制度の認定を受けている

か、又は同等の個人情報保護のマネジメントシステムを確立していることを証明すること。 

・個人情報を扱う情報システムのセキュリティ体制が適切であることを第三者機関に認定さ

れた事業者であること。 

（13）応札者は、Web アプリケーションの構築に関する工程管理支援業務を履行した実績を有す

ること。 

（14）応札者は、データベース機能を有する情報システムの設計・開発に関する工程管理支援業

務を履行した実績を有すること。 

（15）応札者は、官公庁等公的機関に係る情報システムの設計・開発に関する工程管理支援業務

を履行した実績を有すること。 

（16）応札者は、当所が実施する入札説明会に参加した者に限る。 

（17）応札者は、当所にて国民健康・栄養調査に係る資料等を閲覧した者に限る。 

 

４ 入札説明会 

 １）開催日時 令和８年６月２５日（木）１０時００分（オンライン形式でも同時開催の予定） 

 ２）開催場所 大阪府摂津市千里丘新町３－１７ 健都イノベーションパーク NKビル 

３階 TV 会議室 

 ３）参加の要否 入札説明会への参加は必須とする。 

 ４）参加の登録 令和６月２４日（水）１２時００分までに、総務部会計課管理係 

eiken-kaikei@nibn.go.jp 宛てにメールにて参加登録を行うこと。 

 

５ 国民健康・栄養調査に係る資料等の閲覧 

 （１）閲覧期限 令和８年７月３１日（金）１７：００ 

 （２）閲覧場所 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国立健康・栄養研究所内の指



定する会議室 

〒566-0002 大阪府摂津市千里丘新町 3-17 健都イノベーションパークＮＫビル 

 （３）閲覧申込方法 閲覧者は仕様書９．1に記載のとおり、必要事項を記載の上、事前に当所 

までメールにて申込をすること。申込先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ chousa-jimu@nibn.go.jp 

 （４）その他 閲覧には仕様書１０．附属文書 別紙２「閲覧申請書」の提出が必要であること 

に留意すること。 

 

６ 提出書類等 

 （１）質疑書・ご担当者連絡先 

    令和８年７月２日（木）１７時００分までにメールにて提出すること。また、質疑書は

質疑の有無にかかわらず提出すること。 

提出先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 総務部会計課管理係 eiken-kaikei@nibn.go.jp 

 （２）競争参加資格確認書類等 

     この一般競争に参加を希望する者は、本入札説明書３の競争参加資格を有することを証

明する書類等（※）を令和８年７月２４日（金）１７時００分までに下記８（１）の場所

に提出しなければならない。また、開札日の前日までの間において、契約担当役等から当

該書類に関し説明を求められた場合には、これに応じなければならない。 

（※）とは下記の書類である。 

①資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し  

②会社概要 

③公益法人については、３（７）を証明する書類  

④誓約書（３（３）の誓約書及び３（８）の誓約書） 

   ⑤保険料納付に係る申立書（３（11）の申立書） 

   ⑥別紙「適合証明書」及び仕様書７.１を満たすことを証明する書類 

（３）技術提案書等 

令和８年７月３１日（金）１７時００分までに正本１部を下記８（１） の場所に、電子

媒体を上記６（１）のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽに提出しなければならない。直接に提出する場合は封筒に

入れること。技術提案書の作成及び提出にあたっては下記のア～ケを遵守すること。  

ア．仕様書１０．附属文書 別紙３「令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの

工程管理等支援業務一式 総合評価基準書及び技術提案書等作成要領」のとおり提案

書を作成すること。  

イ．技術提案書の作成にあたっては、仕様書１０．附属文書 別紙３「令和８年度国民健康・

栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務一式 総合評価基準書及び提案書

等作成要領 （別添） 評価基準・採点表」に記載された必須項目が充足されているこ

とを明確にすること。 

ウ． 提出できる提案書については 1種類のみとし、複数種類の提案書の提出は認めない。 

エ． 技術委員会にて使用するプレゼンテーション用資料、製品カタログ等の提案書の内容    

を補足する参考資料を添付することが可能である。 

オ． 日本語以外の言語で作成された提案書等は無効とする。 

カ． 提案書等における金額の表示については日本国通貨とすること。 

キ． 提案書等は紙媒体及び電子媒体（PDF 形式）にて作成すること。 

ク． 提案書等の作成に係る費用一切は入札者の負担とする。 

ケ． 提出された提案書等については返却しない。 

 



 （４）入札書 

     提出期限は令和８年７月３１日（金）１７時００分 （郵送の場合も同様） 

     詳細は下記８を参照。 

 （５）入札辞退届 

     応札しない場合、開札前日（令和８年８月２０日）までに提出すること。 

 （６）委任状・年間委任状 

     該当する場合は、開札当日（令和８年８月２１日）に開札会場へ持参すること。 

  

７ 技術評価委員会 

本件入札では、提出された技術提案書等の内容について、技術評価委員会において審査を行 

う。この際、入札者は、技術評価委員会に対して、指定された日程、場所、方法によって提案

   書等の内容について説明（プレゼンテーション）を行うこと。 

（１） 技術評価委員会の開催場所及び日時 

 ア． 日時 令和８年８月１９日（水）１３：００～１６：００  

各応募者の個別の時間帯については、令和８月７日（金）までに６（１）で提出さ 

     れた担当者へ連絡を行う。 

イ． 場所 大阪府摂津市千里丘新町３－１７ 健都イノベーションパーク NKビル 

１階 研修展示室  

（２） プレゼンテーション 

①提出された資料についての応募者によるプレゼンテーションの機会を設ける。 

②プレゼンテーションに当たっては、「プロジェクト責任者」又は「プロジェクト副責 

     任者」、「業務管理責任者」、「業務実施担当者」が参加すること。 

③説明者は実地での説明を必須とする。質疑については、オンラインでの参加も可能とす

     る。 

④応募者多数の場合は、技術提案書により一次選考を実施し、選考されなかった応募者 

には、その旨文書で通知する。 

    ⑤プレゼンテーションの時間は３０分程度とする（うち１０分程度の質疑時間を含む）。 

   

（３）審査方法について 

ア． 審査体制 

技術評価委員会の委員は、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所の職員にて

     構成する（９名程度）。 

イ．審査方法及び結果通知について 

仕様書１０．附属文書 別紙３「令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステム

の工程管理等支援業務一式 総合評価基準書及び提案書等作成要領」に基づき、技術評

価委員会が審査を行い、当該審査を踏まえて開札を実施する。なお、審査結果について

は開札結果の通知に代えて行う。 

 

８ 入札書等の提出場所等 

 （１）入札書等の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

   〒５６６－０００２ 



   大阪府摂津市千里丘新町３－１７ 健都イノベーションパーク NK ビル 

   国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

      総務部会計課管理係 

       電話：０６－６３８４－１１２０ 

 （２）入札書等の提出方法 

①入札書は別紙入札書様式にて作成し、直接に提出する場合は封筒に入れ封印し、かつそ

の封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号）及び「令和８年８月２１日開札 令和

８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務一式（総合評価落

札方式） 入札書在中」と記載しなければならない。 

②郵便（書留郵便に限る。）により提出する場合は二重封筒とし、表封筒に「令和８年８月

２１日開札 令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務

一式（総合評価落札方式） 入札書在中」の旨記載し、中封筒の封皮には直接に提出す

る場合と同様に氏名等を記載し、上記８の（１）宛に入札書の受領期限までに送付しな

ければならない。なお、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。 

③入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることはできない。 

④入札書の日付は、提出日を記入すること。  

（３）入札の無効 

        次の各号の一に該当する場合は、入札を無効にする。 

①本入札説明書に示した競争参加資格のない者 

②入札条件に違反した者 

③入札者に求められる義務を履行しなかった者 

④入札書の金額が訂正してある場合 

⑤入札書の記名又は押印が抜けている場合 

⑥再度入札において、前回の最低金額を上回る金額で入札している場合 

  （４）入札の延期等 

    入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行するこ

とができない状態にあると認められるときは、当該入札を延期し、又はこれを取りやめる

ことがある。 

 （５）代理人による入札 

①代理人が入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称又は商号、代理人である

ことの表示及び当該代理人の氏名を記入して押印をしておくとともに、開札時までに代

理委任状を提出しなければならない。 

② 入札者又はその代理人は、本件業務委託に係る入札について他の入札者の代理人を兼

ねることができない。 

 

９ 開札及び落札後の手続 

（１）開札の日時及び場所 

令和８年８月２１日（金）１１時００分 

大阪府摂津市千里丘新町３－１７ 健都イノベーションパーク NK ビル  

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 １階 研修展示室 

 （２）開札 



①開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又はその代理人が

立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。  

②入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場することはできない。 

③入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求めに応

じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状を提示又は提

出しなければならない。 

④入札者又はその代理人は、契約担当役が特にやむを得ない事情があると認めた場合のほ

か、開札場を退場することができない。 

⑤開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち、予定価格の制限に達し

た価格の入札がないときは、再度の入札を行う。 

 （３）落札者の決定方法 

①入札書が公告及び入札説明書に定められた条件を満たしている者。 

②会計規程第４１条及び契約事務取扱要領第１６条１項の規定に基づいて作成された予定

価格の制限の範囲内である者。 

③価格点及び技術点が競争参加者の中で最も高い者。 

④当該内容を確実に実施し、契約書の内容を誠実に遵守することができると、契約担当役

が認めた者。 

  （４）落札条件に該当する者が複数のとき 

前項に定められた落札の条件に該当する者が複数いるときは、直ちに該当する者にくじを

引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち、くじを引け

ない者があるときは、これに代わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせ、落札者を

決定するものとする。 

 （５）契約書の作成 

①契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取り交わすものとする。 

②契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者が契

約書の案に記名押印し、更に契約担当役等が当該契約書の案の送付を受けてこれに記名

押印するものとする。 

③上記②の場合において契約担当役等が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約の

相手方に送付するものとする。 

④契約担当役等が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ、本契約は確定しな

いものとする。 
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用語の定義 
本調達仕様書で使用する用語を、「表 1 用語の定義」に示す。 

表 1 用語の定義 
No.  用語 説明 

1 国民健康・栄養調査 国民健康・栄養調査は、健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）
第 10 条に基づき、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基
礎資料として、国民の身体の状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況
を明らかにする、ことを目的とした調査である。本調査は、身体状況調
査票、栄養摂取状況調査票、生活習慣調査票からなる。なお、調査
地区を拡大した調査を４年ごとに実施する（通常年の約４倍の世帯
を対象）。 

２ 厚生労働省 国民健康・栄養調査を行う主体。 
３ 医薬基盤・健康・栄

養研究所 
国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所。健康増進法に基
づき、国民健康・栄養調査の実施に関する集計を行う。 

４ 調査対象者 国民健康・栄養調査の調査対象者。 

５ クラウド クラウドサービスに基づきクラウドサービスプロバイダから提供される物理的
又は仮想的な全てのリソース。 
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1. 調達案件の概要 
 調達件名 

令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務一式 
 

 調達の背景 

1. 政府では、「第Ⅳ期公的統計の整備に関する基本的な計画（令和５年３月 28 日閣議決
定）」において、デジタル技術を活用した報告書の負担軽減と統計ユーザーの利便性向上、デジタ
ル技術による統計作成の効率化・正確性向上のために、公的統計の整備におけるデジタル化への
対応を推進することとしている。 

2. 国民健康・栄養調査（以下「本調査」という。）は、健康増進法（平成 14 年法律第 103
号）に基づき、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料を得るために毎年実施
する調査である。本調査の結果は、健康日本 21（第三次）、がん対策推進基本計画、医療
計画、食育推進基本計画等、政府の様々な施策の評価に活用されている。 

3. 本調査は、身体状況調査票、栄養摂取状況調査票、生活習慣調査票の３つの調査票から構
成される。身体状況調査では、身長、体重、血圧、血液検査等を実測する。栄養摂取状況調査
は、調査対象者が、ある１日に摂取した食品を全て記録するもので、さらにこの記録を基に、調査
員が「食事しらべ」アプリケーションに入力し、栄養素等摂取量を計算する複雑な調査である。生活
習慣調査では、自記式の質問票調査を行うものとなっており、この調査票については令和元年から
オンライン調査方式が導入されている。 

4. 令和５年調査における回収率は、栄養摂取状況調査：53.8％、身体状況調査：48.0％、
生活習慣調査（20 歳以上）：65.1％であり、調査の質を担保しつつ、協力率向上に資するよ
う、施策を講じる必要がある。 

5. 近年、本調査においては、調査対象者及び調査員双方の負担の大きさが課題となっている。特
に、栄養摂取状況調査では、食品の詳細な記録、「食事しらべ」アプリケーション入力前作業・入
力に多くの工程を要し、紙媒体による記録・入力作業が業務効率や調査協力率に影響を及ぼし
ていると推定される。本調査の精度を維持しつつ協力率の向上及び業務効率化を図るためには、
入力支援機能の充実やデータ処理の効率化等を可能とする、国民健康・栄養調査のオンラインシ
ステム（以下「本システム」という。）の整備が不可欠である。 

6. 本システムについては、令和７年度に厚生労働省「国民健康・栄養調査オンラインシステム調達
仕様書案等作成支援業務一式」において、構築に係る要件を検討し、調達仕様書案及び要件
定義書案の作成を実施した。令和８年度以降、これらの調達仕様書案及び要件定義書案を踏
まえて、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所（以下「当所」という。）において本シ
ステムの構築等を行うところである。 

7. 本調達は、本システムの構築、運用、保守に当たって、当所が実施する進捗・品質・リスク管理等
のプロジェクト管理業務、システム要件の整理、設計内容の確認・検証、関係者及び連携先との
調整等について、専門的かつ高度な知識を有する事業者による支援が必要となることから、工程
管理支援業務を外部委託するものである。 

 

 調達目的および期待する効果 

1. 本調達では、本システムの構築、運用、保守を確実に遂行できるように、調達支援、進捗・品質・
課題管理支援を行うことを目的とする。 
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2. なお、本システムの整備により、入力支援機能の充実やデータ処理の効率化を通じて利便性及び
正確性を向上させ、確認・修正作業の効率化や集計までの期間短縮を図るとともに、統計データ
の品質の維持・向上及び中長期的なオンライン化推進に資する基盤の整備を図るほか、マネージ
ドサービスを活用するなどクラウドサービスを適切に利用することにより、情報セキュリティ水準の向上
や運用・保守コストの削減等の効果を期待する。 

 

 業務・情報システムの概要 

国民健康・栄養調査の概要を、「表 2 国民健康・栄養調査の概要」に示す。 

表 2 国民健康・栄養調査の概要 
No. 分類 概要 
１ 調査の目的 健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第 10 条に基づき、国民の健康の

増進の総合的な推進を図るための基礎資料をとして、国民の身体の状況、栄養
素等摂取量及び生活習慣の状況を明らかにすることを目的とする。 

２ 調査対象 【通常年】 
調査実施年の国民生活基礎調査により設定された単位区から無作為抽出した
300 単位区内の世帯（約 6,000 世帯）及び該当世帯の１歳以上の世帯員
（約 15,000 人）を対象とする。 
【拡大調査：４年に１回】 
調査実施年の直近に実施した国勢調査のうち、後置番号が「１」（一般調査
区）から層化無作為抽出した１道府県当たり 10 地区（東京都は 15 地区）
の計 475 地区内の全世帯（約 23,750 世帯）及び当該世帯の１歳以上の
世帯員（約 61,000 人）を対象とする。 

３ 調査項目等 本調査は、身体状況調査票、栄養摂取状況調査票、生活習慣調査票からな
る。なお、調査項目は毎年検討を行い、総務省に承認を受けた上で調査が実
施される。 
①身体状況調査票 

 身長、体重（１歳以上） 
 腹囲、血圧、血液検査、問診（20 歳以上） 

②栄養摂取状況調査票（１歳以上） 
 世帯状況、食事状況、食物摂取状況、１日の身体活動量（歩数）等 

③生活習慣調査票（20 歳以上） 
 食生活、身体活動、休養（睡眠）、飲酒、喫煙、歯の健康等に関する
生活習慣全般を把握 

４ 調査時期 通常年：11 月１日～11 月 30 日 
拡大調査年：10 月１日～11 月 30 日 

５ 審査時期 調査実施後～最長２月まで 
６ 調査系統  都道府県 

厚生労働省 - 保健所設置市 - 保健所 - 調査員 - 対象者 
 特別区 
※医薬基盤・健康・栄養研究所において集計 

７ 公表時期 年１回（調査実施年の翌年） 
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通常年の調査及び拡大調査の流れと、システム化の概要を「図 1 システム化の概要図」に示す。 

 
図 1 システム化の概要図 

 契約期間 

契約締結日から令和 9 年 3 月 31 日まで 
 

 作業スケジュール 

本システムの整備は、令和８年度から令和 13 年度までの中長期的な計画に基づき、段階的にオン
ライン化を推進するものである。「図 2 オンライン化のロードマップ（想定）」に、全体スケジュールを示
す。 

 
図 2 オンライン化のロードマップ（想定） 

このうち、本調達（令和８年度）の作業スケジュールを「図 3 本システムの構築に係る想定スケジ
ュール」に示す。 

 
 
 
 
 

図 3 本システムの構築に係る想定スケジュール（令和８年度） 

9 月下旬 

パブッククラウド・共通基盤環境構築 
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2. 調達案件及び関連調達案件の調達単位、調達の方式等 
 調達範囲調達案件及びこれと関連する調達案件の調達単位、調達の方式、実施
時期 

現時点から令和 10 年度までの調達案件及びこれと関連する調達案件の調達件名、調達の方式、
実施時期等を「表 3 関連する調達案件の一覧」に示す。 

なお、「図 2 オンライン化のロードマップ（想定）」に示したとおり、令和 11 年度以降についても調
達が発生する想定である。 

 

表 3 関連する調達案件の一覧 
項番 調達件名 調達の方式 実施時期 補足 

1 国民健康・栄養調査オンラインシステム
調達仕様書案等作成支援業務一式 

一般競争入札 
（最低価格落札方式） 

令和 7 年 12 月～ 
令和 8 年 3 月 

厚生労働省にて
実施済み 

2 令和 8 年度国民健康・栄養調査オンラ
インシステムの構築・運用・保守一式 

一般競争入札 
（総合評価落札方式） 

令和 8 年 9 月下旬
頃～ 
令和 9 年 3 月 

 

3 令和 9 年度国民健康・栄養調査オンラ
インシステムの構築・運用・保守一式
（予定） 

一般競争入札 
（総合評価落札方式） 

令和 9 年 4 月～ 
令和 10 年 3 月 

 

4 令和 10 年度国民健康・栄養調査オン
ラインシステムの構築・運用・保守一式
（予定） 

一般競争入札 
（総合評価落札方式） 

令和 10 年 4 月～ 
令和 11 年 3 月 

 

5 令和 8 年度国民健康・栄養調査オンラ
インシステムの工程管理等支援業務一
式 

一般競争入札 
（総合評価落札方式） 

令和 8 年９月頃～ 
令和 9 年 3 月 

本調達 

6 令和９年度国民健康・栄養調査オンラ
インシステムの工程管理等支援業務一
式（予定） 

一般競争入札 
（総合評価落札方式） 

令和 9 年 4 月～ 
令和 10 年 3 月 

 

7 令和 10 年度国民健康・栄養調査オン
ラインシステムの工程管理等支援業務
一式（予定） 

一般競争入札 
（総合評価落札方式） 

令和 10 年 4 月～ 
令和 11 年 3 月 

 

 

 調達案件間の入札制限 
相互けん制の観点から、「表 3 関連する調達案件の一覧」の項番２及び 5 の業務は、相互に入

札制限の対象とする。 
その他、項番３と 6 の業務、項番 4 と 7 の業務についても、相互に入札制限の対象とする予定であ

る。詳細については「7.3 入札制限」も参照すること。 
 

3. 作業の実施内容に関する事項 
 作業の内容 

「表 4 本調達の役務概要」に本調達で対象となる事項を示す。業務実施に当たっては、各種の技
術的な観点から以下の内容を実施することで、当所の担当職員に対して適切な支援、指導、助言を行
う。また、目的を達成するために必要があると担当職員が判断した場合、関連事業者と調整のうえ、積
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極的に問題解決等の支援を行うこと。 
 

表 4 本調達の役務概要 
No 調達項目 概要 記述箇所 
1 令和８年度調達支

援業務 
以下の業務の調達支援を実施すること。 
「令和 8 年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの構築・
運用・保守一式」 

本仕様書 3.1.（1）
「令和８年度調達支援
業務に係る作業の内容」 

2 進捗、品質、課題管
理支援業務 

全工程に渡り、「令和 8 年度国民健康・栄養調査オンライン
システムの構築・運用・保守一式」の受託者（以下「開発事
業者」という。）の進捗、品質、課題管理を支援すること。 

本仕様書 3.1.（2）
「進捗、品質、課題管理
支援に係る作業の内容」 

3 令和 9 年度調達支
援業務 

以下の業務の調達支援を実施すること。 
「令和 9 年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの構築・
運用・保守一式」 

本仕様書 3.1.（3）
「令和９年度調達支援
業務に係る作業の内容」 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 本調達に係る想定スケジュール 
 

(1) 令和８年度調達支援業務に係る作業の内容 
① 調達におけるコミュニケーション支援 

「令和 8 年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの構築・運用・保守一式 調達仕様書」（別
紙１）、「食事しらべ開発時仕様書」を踏まえて、入札候補事業者への調達概要、スケジュール、前提
条件の説明に関する支援を行う。なお、９月下旬に予定している上記調達の開発技術提案評価委員
会に出席し、助言を行うこと。 
 

(2) 進捗、品質、課題管理支援に係る作業の内容 
① プロジェクト計画書等の作成支援 

﴾１﴿で調達支援を行う「令和 8 年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの構築・運用・保守一
式」について、仕様書の解釈及びその具体的な事項について十分協議し、開発の目的を確実に達成す
るため、詳細な履行体制やスケジュール等を記載したプロジェクト計画書を作成する。 
② プロジェクト管理支援（コミュニケーション管理支援） 

「令和 8 年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの構築・運用・保守一式」の進捗に関して、当
所と開発事業者を含む全体会議等を主催し進捗状況を報告する。開発事業者が主催する各種会議
に参加し、必要に応じて助言を行う。会議の開催に当たっては、議事録等の作成、会議資料の作成を
行い、開発事業者のプロジェクト管理のために事業者間の調整等を行う。 
③ 定例会議の開催 

当所に対して、進捗状況等の報告等を週次で行う。 
④ 進捗管理支援 

「令和 8 年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの構築・運用・保守一式」の進捗、品質、課題

No.2 進捗、品質、課題管理支援業務 

No.3 令和 9 年度調達支援業務 

No.1 令和８年度 

調達支援業務 

9 月下旬 

パブッククラウド・共通基盤環境構築 































質 疑 書 
 

契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 

 

 

 

住 所  

 

氏 名(社名) 

 

 

件 名 ： 令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務

一式（総合評価落札方式） 

 

上記件名の調達に係る質疑事項を下記のとおり提出します。 

質 疑 事 項 

 

質疑書については、質疑の有無にかかわらず、「ご担当者連絡先」と併せて下記期限までに

メールにてご提出ください。 

 

提出期限：令和８年７月２日（木）１７時００分 

提出先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ： 総務部会計課管理係 eiken-kaikei@nibn.go.jp  

 



ご担当者連絡先 

 

件名：令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務一式

（総合評価落札方式）  

 

所属部署 
 

担当者名 
 

電話番号 
 

メールアドレス 
 

質疑書と併せて、下記期限までにメールにてご提出ください。 

 

提出期限：令和８年７月２日（木）１７時００分 

提出先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：総務部会計課管理係 eiken-kaikei@nibn.go.jp  

 



競 争 参 加 資 格 確 認 関 係 書 類 
 

 

 

１ 厚生労働省大臣官房会計課長から通知された等級決定通知書の写 

 

２ 誓約書（２種類） 

 

３ 保険料納付に係る申立書 

 

４ その他参考資料 

会社履歴書等 

 

５ 別紙「適合証明書」及び仕様書７.１を満たすことを証明する書類 

 

６ 提出部数 各１部 

 

７ 提出期限 令和８年７月２４日（金）１７時００分まで 

 



契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 

 

 

誓 約 書 
 

弊社は、「令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理

等支援業務一式（総合評価落札方式）」の入札において、弊社が落札致した

場合には、仕様書に示された仕様を満たすことを確約致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 所 

 

商 号 又 は 名 称 

及び代表者職氏名              ○印  

 

 



契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 

 

誓 約 書 

 

弊社は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当すること

はありません。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、弊社が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 

また、弊社の個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１ 契約の相手方として不適当な者 

（１） 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は暴

力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（２） 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３） 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４） 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

しているとき 

（５） 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 

（１） 暴力的な要求行為を行う者 

（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３） 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

（４） 偽計又は威力を用いて契約担当役等の業務を妨害する行為を行う者 

（５） その他前各号に準ずる行為を行う者 

住   所                 

 

商号又は名称                

 

及び代表者職氏名             ○印 

 

 



（別紙様式） 

 

保険料納付に係る申立書 

 

 

当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国

健康保険協会管掌のもの）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近

２保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険及び雇用保険の保険料

をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。 

なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問

わず当社に対する一切の契約が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参

加資格の停止処分を受けることに異議はありません。 

また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求めら

れたときは、速やかに対応することを確約いたします。 

 

 

令和   年   月   日  

 

 

（住 所） 

                       

（名 称） 

                       

（代表者職氏名） 

                     印 

 

 

契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 

 



入 札 書 
 

 

件名 令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程

管理等支援業務一式（総合評価落札方式） 

 

 

金                  円也 

 

 

 

入札説明書に定める各事項を承諾の上、上記の金額をもって入札します。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

（競争参加者） 

住 所 

 

 

称号又は名称 

 

 

代表者職氏名               ○印  

 

 

 

 

 契約担当役 

  国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

  理事長 中村 祐輔  殿 

 



                                

 

 

           入    札    書  

 

記 載 要 領  

 

 

   

 

                                   

                                   

 １ . 入 札 件 名          ○○○○○○○○              

                                   

                                   

 ２ . 入 札 金 額         ￥                       

                                   

                                   

 入札説明書に定める各事項を承諾の上、上記の金額をもって入札し

ます。                                   

                                   

   令 和   年   月   日                      

                                   

 

               

               

    

 

 

 

 

 

 契約担当 役  

  国立研 究開発 法人 医薬基盤 ・健康 ・栄 養研究所  

 理事長  中村  祐輔   殿  

                                      

  

 

（ 競 争 参 加 者 ）  

  住  所   【 記 載 要 領 】 （ ２ ） 及 び 

       （ ３ ） の「 例 」 参 照  

 

  氏  名  

 



【 記 載 要 領 】        

 

  （ １ ）  競 争 参 加 者 の氏 名 欄 は、法 人 の場 合 はその名 称 又 は商 号 及 び 

     代 表 者 の氏 名 を記 載 すること。 

 

    （ ２ ）   第 １ 回 目 の入 札 書 は、契 約 権 限 を有 する代 表 者 本 人 又 は契 約 権  

     限 を年 間 委 任 された代 理 人 の氏 名 、印 にて作 成 すること。 

 

「 例 １ ： 契 約 権 限 を有 する代 表 者 本 人 の場 合 」  

  （ 競 争 参 加 者 ）  

      住   所     東 京 都 ○○○○○○○○ 

      氏   名       株 式 会 社  □□□□ 

                    代 表 取 締 役   △△ △△  印  

「 例 ２ ： 契 約 権 限 を年 間 委 任 された代 理 人 の場 合 」  

  （ 競 争 参 加 者 ）  

      住   所     東 京 都 ○○○○○○○○ 

      氏   名       株 式 会 社  □□□□ 

                    代 表 取 締 役   △△ △△ 

    代 理 人  

      住   所     大 阪 市 ○○○○○○○○ 

      氏   名       株 式 会 社  □□□□  大 阪 支 店  

                    大 阪 支 店 長   △△ △△    印  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  （ ３ ）  第 ２ 回 目 以 降 代 理 人 （ 復 代 理 人 ） が入 札 する場 合 は、入 札 書 に 

     競 争 参 加 者 の所 在 地 、名 称 及 び代 表 者 氏 名 と代 理 人 （ 復 代 理 人 ）  

     であることの表 示 並 びに当 該 代 理 人 （ 復 代 理 人 ） の氏 名 を記 入 し 

     て押 印 すること。 

 

 

「 例 １ ： 契 約 権 限 を有 する代 表 者 本 人 の代 理 人 の場 合 」  

  （ 競 争 参 加 者 ）  

      住   所     大 阪 市 ○○○○○○○○ 

      氏   名       株 式 会 社  □□□□ 大 阪 支 店  

                    代 表 取 締 役   △△ △△ 

      代  理  人               ○○ ○○   印  

「 例 ２ ： 契 約 権 限 を年 間 委 任 された代 理 人 が代 理 を選 任 した 

    場 合 」  

  （ 競 争 参 加 者 ）  

      住   所     東 京 都 ○○○○○○○○ 

      氏   名       株 式 会 社  □□□□ 

                    代 表 取 締 役   △△ △△ 

      復 代 理 人               ○○ ○○      印  

 

 

  （ ４ ）  記 載 文 の訂 正 部 分 は、必 ず訂 正 印 を押 印 すること。 

 

  （ ５ ）  落 札 決 定 にあたっては、入 札 書 に記 入 された金 額 に当 該 金 額 の 

     １ ０ ％ に相 当 する額 を加 算 した金 額 をもって落 札 価 格 とするので、 

     入 札 者 は消 費 税 に係 る課 税 事 業 者 であるか非 課 税 事 業 者 で 

     あるかを問 わず、見 積 もった契 約 金 額 の１ １ ０ 分 の１ ０ ０ に相 当 する 

     金 額 を入 札 書 に記 入 すること。 

 

（ ６ ）  工 事 、製 造 、役 務 、複 数 の物 品 等 については、入 札 金 額 の積 算 内 訳 を入

札 書 に添 付 すること。 
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入 札 辞 退 届 
 

 

 

 

件 名： 令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管

理等支援業務一式（総合評価落札方式） 

 

 

 

 

  上記の入札件名について、都合により辞退します。 

 

 

 

 

 

 

 

令和   年   月   日 

 

 

契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 

 

 

 

                                入 札 者 

 

                                    住 所 

 

                                    氏 名( 社 名 ) 

 



委 任 状 
 

 

私は、          を代理人と定め、下記のとおり委任いたします。 

 

 

記 

 

委任事項 

令和８年８月２１日開札 件名「令和８年度国民健康・栄養調査オンライン

システムの工程管理等支援業務一式（総合評価落札方式）」の競争入札に関す

る開札日における一切の権限を委任いたします。 

 

 

代 理 人 

 

氏 名                               ○印  

 

 

令和  年  月  日   

 

 

委 任 者 

 

住 所 

 

商号又は名称 

 

 

代表者職氏名                               ○印  

 

 

契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 



年 間 委 任 状 
 

 

私は、下記受任者を代理人と定め令和  年  月  日から令和  年  

月  日までの間における  国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 と

の下記事項に関する権限を委任します。 

 

 

記 

 

１．見積、入札及び契約の締結に関すること。（契約の変更、解除に関すること

を含む） 

２．契約物件の納入及び取下げに関すること。 

３．契約代金の請求及び受領に関すること。 

４．復代理人を選任すること。 

５．共同企業体の結成及び結成後の共同企業体に関する上記各項の権限。 

    【工事契約以外の場合は除く】 

（ただし、３については、上記期間満了日の翌々月末までとする。） 

 

令和  年  月  日 

 

 

契約担当役 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

理事長 中村 祐輔  殿 

 

 

委任者 

本社・本店所在地 

商号又は名称 

代表者職氏名                  ○印 

 

 

受任者 

支店等所在地 

商号又は名称 

代表者職氏名                  ○印 

 



（事務連絡）  

 

件名：令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務一式（総

合評価落札方式） 

 

ご担当者連絡先及び質疑書について 
 

「ご担当者連絡先」及び「質疑書」は、期日までに下記メールアドレス宛てに電子媒体

（電子文書ファイル）で提出をお願いいたします。 

 

 

〒５６６－０００２ 

大阪府摂津市千里丘新町３－１７ 健都イノベーションパーク NK ビル 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 総務部会計課管理係 

提出先ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ eiken-kaikei@nibn.go.jp 

 

 

 

 

期限について 
 

入札説明会参加登録   ：令和８年６月２４日（水）１２時００分まで 

ご担当者連絡先・質疑書 ：令和８年７月２日（木）１７時００分まで 

競争参加資格確認関係書類：令和８年７月２４日（金）１７時００分まで 

入札書・技術提案書等  ：令和８年７月３１日（金）１７時００分まで 

開札日の日時      ：令和８年８月２１日（金）１１時００分  

 

 

 



入札参加改善に向けたアンケート 

案件名 令和８年度国民健康・栄養調査オンラインシステムの工程管理等支援業務一式（総合評価落札方式） 

公告種別 一般競争入札 

すべての事業者様に

お伺いいたします。 

該当箇所に□□をお願

いします。 

（質問）入札公告日又は説明会の日から入札書・提案書等の提出期限までは適切でしたか 

□ １ 特に問題はなかった 

□ ２ 期間が短かかった 

   （具体的な必要期間：                                       ） 

参加（応募）頂けない

事業者様の理由をお

聞かせください。 

該当箇所に□□をお願

いします。 

□ １ 競争参加資格の等級が、自社の参加資格と一致していなかった。 

□ ２ 説明書をみても業務内容、業務量、求められる成果物、審査基準が分かりにくく、 

判断できなかった。 

□ ３ 業務内容に一部扱えない業務があった。 

   （具体的業務：                                           ） 

□ ４ 参加しても価格の優位性がなく受注見込みがないと判断した。 

□ ５ 求められる業務実績の要件が厳しかった。 

   （厳しいと考えられた業務実績：                                ） 

□ ６ 業務の履行期間が短く、期日までに成果物を納品できない可能性があった。 

□ ７ 業務内容が多岐にわたるため、必要な技術者・要員を確保するには時間が不足し

ている。又は発注ロットが大きすぎて、必要な人員等を確保できないと判断した。 

□ ８ 入札公告（公示）又は説明会の日から入札書・提案書等の提出期限までの期間が

短かった。 

□ ９ その他：自由記載 

                                               

 

 

 

補足 

【すべての事業者様・ 

自由回答】 

仕様書等に改善すべき点があれば教えてください。 

 

 

 

ご意見・ご要望 

【すべての事業者様・ 

自由回答】  

 

 

 

 

事業者名（任意）  

ご担当者（任意）  

ご連絡先（任意）  

 ご協力頂きましてありがとうございました。                   

                                    国立研究開発法人 医薬基盤・健康・栄養研究所 

                                                           総務部会計課 


